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≪優先して取り組むべき重点事項≫ 

●国に対し、憲法９条の改定に反対の意思を示すとともに、集団的自衛権の行使容認の閣議

決定の撤回、憲法違反の「秘密保護法」、「安保法制」、及び「共謀罪法」の廃止を求める

こと。 

●脱原発の立場を明確にし、国や電力事業者、並びに関係機関に対し川内原発の稼働停止と

玄海原発の再稼働とプルサーマル発電の中止、原発から再生可能（自然）エネルギーへの

転換に向けて、強く働きかけること。 

●市民生活と本市の地域経済に深刻なダメージを与える消費税率10％への引き上げに反対

すること。市として、地元中小企業の消費税の転嫁対策について、実態を調査すること。 

●国に対し、後期高齢者医療制度のすみやかな廃止を強く求めること。 

●若者などを過酷な労働に追い立て、使い捨てる“ブラック企業”をなくすために、国・県 

とも連携して長時間労働の是正等の対策に早急に取り組むこと。市内大企業による一方的 

なリストラ・合理化から労働者の雇用を守るため、市として適切な対応を行うこと。 

●介護保険料の軽減制度のさらなる改善及び利用料の軽減制度を実施すること。介護施設の

整備を行い、待機者を解消すること。 

●子どもの医療費助成制度を拡充し、中学校卒業まで完全無料化すること。 

●国民健康保険料を、１世帯平均１万円以上引き下げること。 

●市の「商店街の活性化に関する条例」を踏まえ、市場・商店街への支援を強めること。 

●市として公契約条例を制定すること。市の「中小企業振興条例」にもとづき、中小企業の

仕事と雇用確保のため支援を強め、公共事業は教育、福祉、市営住宅など市民生活に直接

役立つものに限定するとともに、「住まい向上リフォーム促進事業」を復活させること。 

●非正規教職員の正規化をすすめること。早期に市立小・中学校の全クラスで３５人以下学

級を実現し、さらに３０人以下への学級編成の改善を目指すこと。 

●学校施設の大規模改修又は長寿命化計画を早期にすすめること。 

●必要性も採算性もない下関北九州道路の国への要望はやめること。 

●「環境モデル都市」を標榜する市として、市内大企業に温室効果ガス削減の踏み込んだ目

標を提起し、地球温暖化防止対策を積極的に推進すること。降下ばいじん・ＰＭ2.5 対策 

を強めること。 

●市並びに議会による｢非核平和都市宣言｣の趣旨を内外に発信するため、市民の意見を十分

に反映した（仮称）「平和資料館」基本計画を策定すること。 

●市民サ－ビス低下をもたらすと同時に、民間委託・指定管理の急増により公務労働を変質

させる新たな「行革」と職員削減は中止すること。 

●「安全安心条例」にもとづく暴力団犯罪の根絶に向けた取り組みに全力をあげること。 

●国に対し、マイナンバー制度の運用状況を徹底検証し、中止を含め見直しを求めること。 

●「公共施設マネジメント」は、計画段階から市民説明を十分に行い、利用者、市民の多様

な意見を踏まえたものとすること。公の施設の利用料引き上げ、高齢者の減免制度の縮小

をやめること。 



2 
 

◎市民の医療と福祉を充実すること 

■高齢者・障害者福祉の充実で安心のまちづくりを 

＜高齢者福祉＞ 

長年、社会のために貢献してきた高齢者に、健康で安心の生活を保障することは、国と自

治体の責任です。政令指定都市のなかで最も人口の高齢化が進行している本市において、高

齢社会対策の取り組みは、引き続き最も切実な市民要望の一つとなっています。 

 

（１）「いのちをつなぐネットワーク事業」の体制充実をはかり、地域の民生委員への支援

を強化するなど、高齢者をはじめ支援を必要とする市民が安心して暮らせるよう福祉施

策を抜本的に強めること。民生委員・児童委員と福祉協力員の協力体制を充実させ、地

域の見守り・支援体制の構築と、いのちをつなぐネットワーク関係機関との連携強化を

図ること。民生委員の活動を支援するため、増員や活動費の増額等、負担軽減向けた取

り組みを強めること。 

（２）高齢者の社会参加を促進するため、路線バス、JR、モノレール等の公共交通機関、

およびタクシーを対象とする「高齢者乗車券」の発行等、施策を充実させること。 

（３）訪問給食サービスを拡充し、高齢者などの食の確保を図るとともに、孤独死防止対策

の一環として機能させること。 

（４）緊急通報システムの設置基準を見直し、対象を拡大すること。合わせて携帯電話でも

利用できるよう改善を検討すること。 

（５）家庭・職場・生活道路など、日常生活の場からバリアをなくすとともに、公共交通機

関など移動手段の整備・拡充を図るなど、高齢者及び障害者福祉計画を見直すこと。 

（６）縮小した敬老祝金制度を元に戻すこと。 

（７）若年性認知症対策として、市の東西でデイサービスを行うこと。 

（８）国に対し、「マクロ経済スライド」による年金切り下げを撤回するよう求めること。

誰でも月額５万円が支給される最低保障年金を創設し、支払った保険料に見合う額をそ

れに上乗せする二階建ての年金制度への改正を行うよう求めること。 

（９）市内に４箇所設置するとしている「認知症疾患医療センター」（現在４箇所）の設置

計画を見直し、各区に１箇所ずつ設置すること。 

（10）「認知症支援・介護予防センター」の人員体制と事業内容をさらに充実させること。 

（11）国に対し、年金の支給を現在の隔月支給から、国際標準の毎月支給に変更するよう意 

見をあげること。 

 

＜介護保険＞ 

本市の介護保険第 1 号被保険者の保険料基準額は、平成 27 年３月に策定した第６期介

護保険事業計画において年間 5,160 円引き上げたことで 68,400 円となり、制度発足の

2000 年当時の 37,780 円の約 1.8 倍にもなっています。そのために、被保険者の収入に
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対する保険料の負担割合をモデルケースで試算すると、低所得者層では 3.8％、基準額の層

は 5.7％、一定以上の所得層では 3.1％と、たいへん重くのしかかっています。 

その重たい介護保険料は、否応なく年金から天引きされます。ただし、年金が全くないか、

受給額が年 18 万円未満の場合は、自ら保険料を納めなければなりません。平成 29 年 5

月時点で、平成 28 年度の保険料を滞納している人が 8,798 人にのぼっています。そのた

めに、28 年度は要介護認定を受けた人のうち、145 人が保険料滞納により、介護サービ

スの給付を制限される状況となっており、それでもそのうちの 46 人が給付を制限されたな

かでサービスを利用しています。 

一方、一昨年４月からの国による過去最大規模の 2．27%の介護報酬引き下げは、介護

施設の経営や介護労働者にとって重大な影響をもたらしています。 

また国が、要支援者の訪問介護・通所介護を保険給付から外したことについて、公的責任

の後退と、サービス低下を懸念する声が関係者からあがっています。 

介護労働者の処遇が一定改善されましたが、引き続き低賃金等の理由により離職率が高

く、人手不足が深刻であり、さらなる改善が求められています。 

 

（１）国に対し、介護報酬を適正に引き上げることを求めること。 

（２）市民の介護保険料負担を軽減するため、本市介護保険特別会計への一般会計からの独 

自の繰り入れを行うなど、必要な措置を講じること。市独自の利用料負担軽減制度を創設

すること。 

（３）地域支援事業については、報酬単価の設定を含めて事業者の意見を十分に聴取し、適切な 

サービスが利用者に提供されるよう改善すること。特別養護老人ホームへの入所を原則要

介護度３以上とした改悪、サービス利用料の引き上げ、地域支援事業の対象拡大など、

介護保険制度の更なる改悪を撤回するよう国に求めること。 

（４）市民センターでの巡回型健康相談は不十分であり、市民センターを中心に、健康づく

り・介護予防の拠点にするために、保健師などの専門職を配置すること。生涯学習機能

も持っている市民センターは、手狭になる施設が発生することが予想されることから、

「年長者いこいの家」の活用や市民センターの拡充も含めて検討すること。 

（５）介護保険制度の改悪による軽度者が利用する福祉用具の自己負担化に反対すること。 

家事援助サービスの停止をやめ、必要な人が、十分サービスを受けられるよう、国に改

善を求めること。当面、市として独自に必要なサービスを確保する対策を実施すること。 

（６）だれもが、必要な介護サービスを安心して受けられるよう、介護サービスの利用料減

免制度を創設すること。 

（７）特別養護老人ホーム、小規模介護老人福祉施設などのさらなる増設をはかり、待機者

を解消すること。地域密着型サービスの充実等、在宅福祉サービスの充実を図ること。 

（８）介護報酬引き下げの影響による介護従事者の就業の実態を調査・検証すること。また、

介護労働者確保のための育成と研修によるサービスの向上をはかるとともに、生活でき

る賃金の保障、及び腰痛予防対策を含む労働条件の改善に向けて事業者を指導すること。 

（９）訪問介護者が効率的に働けるよう、訪問介護時の路上駐車問題について対策を講じる
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こと。 

（10）要介護認定に関して利用者に不利益と不公平感が生じないよう、市として検証をおこ

なうこと。 

（11）日常生活介護（ホームヘルプサービス）の利用者に対し、時間短縮を機械的に押し付

けないよう事業者を指導すること。 

（12）所得税の障害者控除が適用される要介護者に対する啓発と申請援助を行うこと。 

（13）介護の質の低下が懸念される生活支援型への移行は最小限にとどめること。 

（14）境界層措置の周知にさらに強め、もれなく申請できる制度を作ること。 

 

＜障害者福祉＞ 

障害を持つ人が安心して、人間らしく生きることができるよう、現行の障害区分を廃止し、

支援の必要に応じた新たな法制度を作ることを、市として国に対し強く求めるとともに、市

独自の対策を講じることが必要です。 

 

（１）国に対して、障害者総合支援法を見直し、「基本合意」「骨格提言」にもとづく、障害

者総合福祉法の制定とともに、応益負担は廃止し、障害者の福祉・医療を無料にするよ

う求めること。 

（２）国に対して、障害基礎年金の支給額を増額するなど、制度の改善を求めること。 

（３）６５歳から７４歳までの市民が重度障害者医療の適用を受けようとする場合、後期高

齢者医療制度への加入を前提条件としている福岡県の運用について、国の指導に従って

見直すよう福岡県に要請すること。 

（４）重度障害者医療費給付制度の所得制限をなくすこと。県に対して精神障害者医療給付

制度について、精神障害者手帳２級まで対象とするよう求めること。本市独自の上乗せ

として入院も対象にすること。 

（５）障害者が地域で生活出来るよう、グループホーム・ケアホームなど必要な施設を設置

し、職員の配置を十分に行うこと。事業者に対しては、腰痛予防対策を含む労働条件の

向上について、適切な指導を行うこと。特に２４時間切れ目のない支援と見守りを必要

としている知的障害者のための昼夜一体の施設を設置すること。 

（６）地域での社会参加やスポーツなどの余暇活動を保障するために、余暇活動を行ってい

る団体やボランティアなどへの支援を行い、障害者の社会参加を促進する体制をさらに

整備すること。 

（７）障害者小規模共同作業所の安定した運営への支援を拡充するために、補助金のいっそ

うの増額や、認可を促進するための援助と指導を行うこと。 

（８）障害をもつ子どもの早期診断と、幼児期から成人期にかけてのリハビリを担う医療機

関として北九州市立総合療育センターを以下のように充実させること。 

①必要な医師の確保をはかること。 

②順次、医療機器の更新を行い、機能を充実させること。 

③併設の発達障害者支援センター「つばさ」については、職員を増員すること。 
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（９）北九州市立総合療育センター西部分所について、人員体制や運営等のさらなる充実に

努めること。 

（10）精神障害者の公共交通機関等の料金割引制度は、他の障害と同等に適用するよう、関

係事業者への働きかけを強めること。 

（11）乗車距離が 101 ㎞以上の場合に適用するとしているＪＲの障害者料金割引制度につ

いて、他の公共交通機関と同等の制度に改善するよう、関係機関に働きかけるとともに、

ＪＲ会社にも直接要請すること。 

（1２）「障害者優先調達推進法」に基づき、本市による市内の障害者共同作業所等の製品購

入をさらに拡大すること。 

（1３）聴覚障害者支援のため、行政窓口や高齢者福祉施設に専門の支援員を配置すること。 

（1４）基幹相談支援センターと各区役所窓口等に聴覚障害者の手話相談員を配置すること。 

（1５）障害者雇用促進法にもとづいて、市の職員として精神障害者、知的障害者を含めた採

用に積極的に取り組むこと。 

 

■市民のいのちと健康を守るため、医療の充実したまちづくりを 

だれでも安心してかかれる医療の実現、健診受診率の向上や健康相談等を通じて病気の早

期発見・早期治療を促進する等、市民の健康を守る市の施策をいっそう強化することが求め

られています。 

本市の国民健康保険加入者は、高齢者と低所得者が多く、所得に対する保険料負担率は政

令市のなかで最高レベルであり、平成 28 年度の法定軽減世帯が政令市中最高の６6.0％に

もなっています。そのために、今年 7 月末日現在、保険料が払えないために正規の保険証が

交付されていない世帯は、加入世帯全体の 9.1%にあたる 13,203 世帯（短期証を含む）

となっています。 

また、リストラ、解雇によって被用者保険から国民健康保険へ移行する就労所得のない加

入者も増えており、「高すぎる保険料」の引き下げがますます切実な要求となっています。 

しかし、本市の国民健康保険料は、北橋市長が就任した平成 19 年度と 29 年度との比較で、

応益割保険料は 68,910 円から 79,280 円へと、10,370 円、１５.1％も高くなりました。加

入者一人当たりの一般会計からの市独自の繰入金が、「保険料軽減に努力する」とした平成１９年

度の 18,726 円に対し、平成２9 年度は 13,530 円となっており、その対応は不十分と言わなけ

ればなりません。 

後期高齢者医療制度については、重たい保険料負担、高齢者への差別的な医療内容など、

極めて問題のある制度であり、多くの国民がその廃止を強く求めています。 

国は「税・社会保障一体改革」によって、70～74 歳の高齢者の医療費窓口負担を２割

に引き上げましたが、今後定額窓口負担の導入など、更なる患者負担増を狙っています。ま

た、国保の都道府県広域化によって、市民の負担がさらに増えることが懸念されています。 
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＜国民健康保険、後期高齢者医療制度＞ 

（１）都道府県化される国民健康保険制度について、市民の負担軽減のために以下のように 

措置すること。 

  ①一般会計からの市独自の繰入金を増やし、加入者の保険料負担を１世帯平均１万円以

上引き下げること。 

②国民健康保険料の減免制度を、加入者の実態に合ったものに改善すること。 

③医療費の一部負担金減免制度については、制度の周知を徹底するとともに、さらに改

善を図ること。 

④保険料滞納を理由とする、国民健康保険証の機械的な取り上げはやめること。納める

意志があるにもかかわらず納めることができない世帯については、正規の保険証を交

付すること。 

⑤国民健康保険料の特別徴収による年金からの天引きについては、低所得者や滞納者に

対し機械的な対応ではなく、きめ細かで丁寧な対応をすること。 

（２）昨年度制度発足以来上がり続けていた後期高齢医療保険料が初めて一人平均 2000

円引き下げられました。次期保険料改定にあたっても引き続き剰余金、財政安定化基金

等を活用し、引き下げるよう福岡県広域連合に要請すること。 

（３）国に対し後期高齢者医療制度の廃止とともに、９割、８割、５割などの特例軽減の縮

小を中止するよう求めること。 

 

＜健康づくり、医療体制、市民負担軽減＞ 

（１）市民の健康づくりの取り組みを前進させるため、特定健診・がん検診体制の改善、自

己負担の無料化や個別健診の促進、保健相談・指導の充実を図ること。特定健診の項

目に、認知症検査を加えること。また、それを担うスタッフとして、市の保健師を増

員すること。 

（２）国に対し、インフルエンザ、肺炎球菌ワクチンの予防接種の無料化を求めること。当 

面、市の施策として他の指定都市以上の負担軽減措置を講じること。また、4300円と 

している本市の高齢者用肺炎球菌ワクチン接種費用を、近隣の行橋市等京築６市町が接 

種費用を1800円としていることを参考に引き下げること。 

（３）国に対して、Ｂ型・Ｃ型などの肝炎感染者・患者救済のために「肝炎患者支援法」を 

早急に制定するよう強く求めること。県に対し、拠点病院の早期設置を強く求めること。 

また、市として、100％の市民に肝炎ウィルスを検査する計画を立てること。市独自の 

患者に対する医療費の支援制度創設を検討すること。 

（４）夜間・休日急患センターの深夜帯の診療を再開すること。 

（５）経済的な理由で傷病の治療が受けられない市民を救済するため、市として市内医療機 

関において、無料・定額診療の取り組みが広がるよう啓発すること。また、国に対し、 

保険調剤薬局においても無料・定額の取り扱いが行なえるよう改善を求めること。 
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＜市立病院＞ 

（１）市民のいのちと健康を守る市の公的責任にもとづいて、市立病院を充実させること。 

①市民の多様な医療ニーズに応えられるよう、医師、看護師不足を解消し、医療従事者 

の確保と処遇改善に全力をあげること。腰痛予防対策を含む労働条件の改善に取り組 

むこと。 

②総合周産期母子医療センターの新生児集中治療管理室の拡張、及び人員配置を改善す 

ること。 

③市立病院においても、経済的な事情で必要な医療を受けることができない市民を救済 

するため、「無料・低額診療」を実施すること。 

④指定管理者制度を導入した市立門司病院について、地域住民を交えた評価委員会を設

置して、看護師の退職問題等の運営上の課題等について検討を行い改善すること。 

⑤八幡病院を中心に各市立病院が民間医療機関と連携して、市民の救急医療ニーズに応

えられるよう体制を強化すること。 

（２）市立八幡病院については、医師確保のための十分な対策を講じ、小児救急センターを 

はじめ、診療体制を充実させること。 

（３）市立八幡病院の移転先の決定に係る情報公開を行うこと。 

（４）経営形態を独立行政法人化することは、経営効率が優先され、賃金労働条件の低下に 

つながる可能性があるため、市の公的責任を全うする観点から、独立行政法人への移行 

はしないこと。 

 

■最後のセーフティネットとして生活保護制度の適切な運用と改善をはかること 

＜生活保護＞ 

 高齢化の進展のもとで、医療や介護ニーズがますます切実さを増しているなか、保険料の

負担、医療費の窓口負担、介護サービス利用料負担が市民生活を圧迫し、医療・介護サービ

スから排除されるというケースが広がっています。また、非正規雇用など不安定雇用の拡大

と、実質賃金の連続マイナスなど、市民の暮らしは厳しい状況が続いています。 

 そのような市民の生活実態に対する最後のセーフティネットとして、生活保護制度が果た

す役割はいっそう重要になっています。 

 

（１）憲法 25 条および生活保護法の趣旨に基づき、市民が安心して必要な援助を受けられ、 

生活できる生活保護行政に改善すること。 

（２）生活保護の面接及び審査にあたっては、申請権の侵害を行わないこと。特に、以下の 

点に留意して対応すること。 

①近年、相談者や保護受給者に対する人権侵害的な言動が問題になっており、相談者や 

保護受給者の立場に立って、親身な対応に努めること。また、相談に占める申請の比 

率が低い状況が続いています。保護申請の意思がある人は確実に申請を受け付け、援 

助すること。 
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②北九州生活保護行政検証委員会の報告を受けて見直した「手引き」を遵守した適切な

対応に努めること。 

③申請に対する審査期間は、法の規定にもとづいて２週間以内を守ること。 

④生活保護申請に至らなかった人のうち、孤独死を防ぐための見守りが必要な人に対し

ては、必要な人員を配置して、状況の把握と支援を実施すること。 

⑤交通事故の慰謝料等の臨時収入について、確定判決に従い、自立更生のための控除を

認めること。 

⑥生活保護行政フォローアップ委員会の報告書には、「実情は、生活保護行政について、

大方の市民は意外なほど正確な知識をもたず、旧来の風評をもとに偏見に捉われた見

方をしがちである、市民は正しい認識を持つ必要がある」としている。この指摘を受

けて誤解や偏見を解消するための啓発をすること。 

（３）予算編成にあたっては、抑制された世帯類型別保護人員の掘り起こしや生活困窮世帯

の保護捕捉率の調査を行い、十分に余裕ある予算を組むこと。 

（４）相談者・受給者への人権を尊重した対応や援助、就労支援など、本来の意味での自立

支援に取り組むため、ケースワーカーを増員すること。ケースワーカー１人当たりの平

均担当数を 8０ケースとしている現在の配置基準を見直し、精神疾患・障害などケース

の実情に合ったものに改善するとともに、申請意思があるすべての相談者の申請受付に

対応できるよう、余裕ある人員体制に改善すること。 

（５）生活困窮者やホームレスへの援助を強めること。生活保護の適用促進、緊急入院した

場合の日常生活費の支給、救護施設やホームレス自立支援センターの人員増など、その

機能を拡充するとともに、雇用相談などを充実すること。 

（６）生活保護制度について、国に対し下記の事項を要望すること。 

①生活扶助基準額、住宅扶助基準額、冬期加算の引き下げを元に戻し、老齢加算を復活

すること。 

②生活保護法の改悪やさらなる生活扶助基準の引き下げをしないこと。また、入院患者

日用用品費、介護施設入所者基本生活費、介護施設入所者加算、障害者加算、在宅患

者加算、出産扶助、葬祭扶助、生業扶助、教育扶助、高等学校等就学費、児童養育加

算、母子加算、妊産婦加算などの、あらたな削減を行わないこと。 

③夏場の猛暑に対応して、被保護者の身体への負担軽減のためのエアコン等使用に掛か

る電力料金を賄うための夏季加算を創設するよう、国に要請すること。 

（７）精神疾患や障害のある人など、専門知識を要するケースに対応できるよう、専門職を

配置すること。 

（８）就労指導において、「就労支援プログラム」に同意したことを根拠に、強引な就労指

導や、機械的な就労指導のケースが増えており、過度な就労指導の実態を総点検し、何

よりも本人の実情を尊重した、きめ細かな就労支援に改善すること。 

（９）自動車の処分、保有、利用については国の基準を相談時に個別に詳しく説明すること。

自立が見込まれる者に対する 12 か月の保有期限については、保護受給者の求職活動を

みて適切に対応すること。 
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（10）医療扶助費の一部自己負担の導入に反対するとともに、生活保護の経費は全額国の負

担とするよう、国に要望すること。 

（11）移送費やおむつ代等の一時扶助費、校外活動参加費等の教育扶助費、敷金や住宅維持 

費等の住宅扶助費、技能習得費等生業扶助費等々、制度の周知を徹底するとともに、こ

れらの申請を援助すること。 

（12）生活困窮者自立支援制度についての市民啓発と相談窓口の充実をはかること。一時生

活支援や学習支援など任意事業をすべて実施すること。 

（13）住宅扶助費など、特別基準が設定されている施策について、「やむを得ないと認めら

れるもの」については特別基準を適切に適用すること。 

（14）任意で協力を求めている、年１回の「資産申告書」において、任意を越える強制を行

わないこと。特に財布の中身を広げさせるなどの人権侵害は行わないこと。 

 

◎安心して子育てができる環境づくりに全力をあげること 

若い世代にとって、安心して子育てができる環境づくりは切実な要求です。 

2015 年４月から子ども・子育て関連３法が施行され、本市では市長の公約のもと「子

育て日本一を実感できるまち」の実現をめざしています。しかし、新制度は、ほとんど国基

準どおりで、子育て日本一の目標と大きくかい離しています。「制度が変わったから保育が

悪くなった」ということは許されません。本市が質の高い保育を実施するためには、国基準

を上回る見直しが必要です。 

 

■子どもたちのいのちと健康を守るために 

（１）子どもの医療費助成制度を拡充し、中学校卒業まで完全無料化すること。 

（２）国に対し、公費による妊婦無料健診事業の内容を充実するよう求めること。 

（３）子ども供の貧困対策に積極的に取り組むこと。子どもの貧困対策は、子どもの対策基

本法・大綱に基づき、福岡県の計画や実態調査に基づいて課題を明確にし、数値目標

を持って進めること。 

 

■安心して預けられる保育行政を 

＜保育＞ 

（１）行政が直接、保育事業を行うことは、市民の子育てのニーズを直接把握し、子育て支

援のノウハウを蓄積する上で重要です。民間の認可・認可外保育所に対する指導援助を

含め、全体の保育事業の質の向上のためにも、これまでの実績は十分に生かされなけれ

ばなりません。今後とも行政の保育事業に対する責任を果たすため、市直営保育所を守

り発展させ、その地域の拠点保育所とすること。 
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（２）すべての市直営保育所において、延長・一時保育を実施すること。 

（３）病児保育は、2009 年度の 8 か所から現在は 14 か所に増えていますが、さらに市

として必要な援助を行い、増設を図ること。 

（４）共働きの夫婦を支援するために、民間保育所だけでなく市の直営保育所において産休

明け（生後４３日後）保育を実施すること。家庭保育員をさらに増員すること。 

（５）認可外保育所への財政的な援助や、園児への直接的な支援を行い、保育条件の整備を

図ること。 

（６）子どもたちの体調の変化や、アレルギー対応など、保育現場で保育士と調理員のコミ

ュニケーションが十分取れるように、直営保育所の調理業務の民間委託を中止し、すで

に民間委託している保育所は直営に戻すこと。 

（７）公立保育所の駐車場を整備し、施設の老朽化に対して早急に建て替えること。 

（８）保育所における３歳児以上の主食持参については、夏場での食中毒の危険や、冬場で

はご飯が冷たく固まってしまうなど、良好な食事環境とは言えません。食育の観点から

も保育所でも自己負担なしで完全給食を実施すること。 

（９）政令市で最も低い市民所得を考慮し、政令市で低位にある本市の保育料軽減率を改善

して、保育料の大幅な引き下げを行い、保護者の保育料負担を軽減すること。 

（10）これ以上の保育所の民間移譲と調理業務の民間委託は中止すること。 

（11）調理業務の民間委託については、社会保険労務士など第 3 者を入れて契約どおり事 

業が進められているかどうかのモニタリング調査を行い、保育の質の確保や調理師の賃 

金・労働条件、充足状況などについて検証を行うこと。 

（12）国に対し、保育士不足の解消のため、引き続き保育士の処遇改善を強く求めること。

また、本市独自の賃金補助を拡充するなど、さらなる処遇改善を図ること。 

（13）年度途中の待機児童解消をはかること。 

（14）保護者が非正規雇用やパートなどで一か月 60 時間未満の就労の場合についても、入

所資格の柔軟な適用を検討すること。 

 

＜学童保育＞ 

2017 年４月現在、市内 134 の放課後児童クラブに、11,489 人の児童が登録されてお

り、昨年度に続き１万人を超えました。2015 年にスタートした「子ども・子育て支援新

制度」によって、本市も条例による「運営基準」を設けましたが、指導員の処遇改善、保育

料の減免など保護者や指導員の要望に十分に応えるものとはなっておらず、改善が必要です。 

 

（１）運営主体では、指定管理者が２２％、校区社協が７８％であり、地元で「年間１千万

円もの財政をボランティアが預かるのは限界」と運営委員会から見直しを求める声も出

されています。運営委員会の見直しを行うとともに、市が責任をもって運営すべきです。 

（２）条例では、放課後児童支援員は児童おおむね 40 人以上で「2 人以上」としています

が、１人は補助員でよいとされており、正規の複数配置が課題です。主任支援員２人を

配置できる委託費の増額をすること。あわせて研修費の補助や研修時の代替要員の人件
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費などについても支援を行うこと。 

（３）保育料を引き下げるために、市の委託料を増額すること。市として保育料の設定を統

一し、減免制度を拡充すること。 

（４）障害児の受け入れを進めるために、現在、1 人以上から支給している障害児加算を、

受け入れ人数に応じて増額すること。 

（５）「入所を希望する留守家庭児童数が１０人以上」とする現在の市の設置基準を見直し、

１クラブの児童数５人以上としている福岡県の設置基準に準ずるものに改善すること。 

（６）133 の全クラブ中、現在施設基準を満たしていない４２クラブについて、児童１人

当たり１．６５㎡以上の専用区画の面積基準を満たすよう、必要な措置を講じること。 

（７）クラブの登録児童数の増加、心配な児童の増加で専門家の支援はますます重要になっ

ており、現行 1 人の放課後児童クラブ・アドバイザー、同じく 2 人の臨床心理士の配

置を見直すとともに、必要な専門家を増員すること。 

（８）大規模学童保育クラブを解消するために、単位ごとの適切な整備をおこなうこと。 

 

■どの子も伸びる教育のための条件整備と、働きやすい職場への改善を 

2017 年度に県費負担教職員の給与負担等の権限移譲が実施され、本市は独自に学級編

制の基準の設定 、教職員定数の決定が可能となりました。財源措置を国に求めるとともに、

教員の非正規率の改善、少人数学級の完全実施を早期に行う必要があります。 

また、小中学校の「道徳」が「特別の教科」（道徳科）とされ、小学校は 2018 年度、中

学校は 2019 年度から実施されます。「愛国心」や犠牲的精神を強調し、戦前の「教育勅語」

的な、天皇を頂点とする家族国家論の復活を目指す狙いは明確です。評価と検定教科書で教

師と子どもをしばる教科化は慎重に取り組むよう求めます。 

 

＜教育＞ 

（１）権限移譲により本市教職員の給与等は福岡県内で最低となりました。激変緩和は実施 

されるものの、積極的に改善を図ること。 

（２）非正規教職員の正規化をすすめること。早期に市立小・中学校の全クラスで３５人以 

下学級を実現し、さらに３０人以下への学級編成の改善を目指すこと。 

（３）働きやすい職場への改善をはかること。 

①教職員の多忙化改善のために導入された業務改善プログラムによって、新たな多忙化 

を招かないよう取り組むこと。 

②教員管理のための教員評価システムや、競争教育に拍車をかける学校評価システムを

廃止すること。    

③子育て中の教員について、人事異動や、校務分掌に関する希望を尊重し、最大限の配

慮を行うこと。 

④学力テスト、体力テストの準備による教師の負担軽減をはかること。 
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（４）教科内容等について  

①全国学力学習状況調査の中止を求め、参加はしないこと。 

②学習内容を押しつけるのではなく、学校現場の裁量を拡大し、学校の教育活動を支え 

るための教材費や図書費の充実など、条件整備を進めること。 

  ③同和教育副読本「いのち」の使用を中止するとともに、人権教育に名を借りた特定団 

体による教育介入を許さない対応を行うこと。また、旧同推配置校を配置されている 

児童・生徒支援加配は各学校の現状に照らして配置すること。 

④少数の委員による教科書選定の現状を改め、広く教員の意見を踏まえて教科書を採用 

すること。教科指導上、教師が使いにくい教科書は、採用しないこと。 

（５）子どもの可能性を伸ばすための人員配置を進めること。 

①小学校の専科教員の配置をさらに推進すること。 

②小・中学校に正規職員の図書司書を計画的に配置し、市立学校図書館の放課後を含め 

た常時開館を実施すること。 

③スクールカウンセラーとスクールソーシャルワーカーを、計画的に全校に配置するこ

と。 

④市費嘱託講師については、正規採用を含めて待遇改善をはかること。 

（６）学習障害（ＬＤ）及び注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）の児童･生徒の発達を保障す

るため、専門家の配置・通級指導教室増設など取り組みを強めること。また交付税を活

用して、特別支援教育支援員を全校に配置すること。 

（７）特別支援教育を充実させること。 

①障害特性に応じた学校施設・設備の整備、特に西部地域における整備・検討を急ぐこ 

と。合わせて、国に設置基準の策定を求めること。 

➁特別支援学校が、地域において特別支援教育のセンターとしての役割を果たすために、 

人的配置等の条件整備を前倒しですすめること。 

③特別支援学級の担任に本務教員を配置し、特別支援教育免許保持者の構成を高めると 

ともに、十分な補助講師を置くこと。 

④現在８人の特別支援学級の学級定数の引き下げを行うこと。 

⑤特別支援学校高等部の生徒の交通手段について、個別の事情を配慮すること。 

（８）子どもたちの食育に責任をもった学校給食を実施すること。 

① 給食の質の確保を図るために、学校給食調理の民間委託をやめて直営とすること。 

② 給食用食器を陶磁器などに改善すること。 

③ 現在の東西２分割となっている統一献立を細分化し、地元農産物を活用した、安全

でおいしい給食の取り組みを進めること。 

④ 学校給食の質を維持するために正規調理員の新規採用をすすめ、嘱託調理員の雇い 

止めを中止すること。民間委託業者の評価は第 3 者を含めた検証委員会で行うこと。 

⑤ 親子方式で開始した中学校給食は自校直営に切り替えること。 

⑥ 1 食弁当方式の炊飯を自校方式に改めること。 

⑦ 子育て支援として給食費無償化をめざし、保護者の経済的負担を減らすこと。 
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（９）学校の施設整備を行うこと。 

①小学校、市立幼稚園の普通教室に続き、特別教室へのエアコン設置を計画的に進める

こと。 

②学校施設の大規模改修又は長寿命化の計画を早期に実施すること。 

③避難場所でもある学校施設等のバリアフリー化をすすめること。学校の防災機能を強 

化すること。 

（10）父母負担の軽減をはかること。 

①保護者の病気、失業、リストラ等の緊急事態にも即応できるよう、就学援助制度を改 

善・充実すること。生活保護基準の引き下げに伴う就学援助の対象縮小は行わないこ

と。制服代・部活動費・めがね代等内容の充実をはかること。また、交通費など支給

時期は実態に合ったものにすること。 

➁国に対して給付制奨学金制度の拡大を要請するとともに、本市における給付制奨学金 

制度を創設すること。無利子奨学金の枠を拡充し、保証人の基準を緩和すること。 

③私学（朝鮮学校を含む）助成を拡充し、保護者負担のさらなる軽減に努めること。 

④高校への希望者全員入学への移行を国や県に要請すること。 

⑤ひまわり学習塾について教職員や保護者の意見を踏まえて総括を行い、指導員への交

通費支給など、必要な改善措置をとること。 

⑥バス通学の児童・生徒の通学費は、無料とすること。 

（1１）北九州市立大学の充実・発展のために支援を強めること。 

①教育・研究条件を向上させるため、専任教員の増員、研究予算の充実をはかること。

そのための運営費交付金を当初計画通り充実させること。大学院研究手当の引き下げ

を行わないこと。 

②経済的理由で学業継続が困難な学生を支援するため、授業料減免枠を拡充すること。 

入学金・授業料については、国立大学授業料に合わせるのではなく、必要な引き下げ

を行うこと。 

③卒業生が地元で就職できるよう、市内企業への積極的な働きかけを行うこと。 

④学生生活と進路支援の前提として、２００８年以降実施していない学生生活実態調査 

（無作為抽出対象は学生・院生、アンケート数は数千人規模）を毎年行い公表すると 

ともに、事業評価と施策の基礎資料とすること。 

（1２）北九州市立高等学校の充実のために、必要な措置を講じること。 

①市教育委員会に所管課を置き、教育内容の充実と施設・設備の改善など、教育条件の

整備を図ること。 

②非常勤講師については、正規採用を含めて処遇改善等充実をはかること。 

③エアコンの維持・補修経費や電気代などの保護者負担を完全になくすこと。 

（1３）本市在住の震災等被災児童生徒の学習や生活支援について、必要な措置を講じるこ

と。 

（1４）2015 年４月に策定された「公立幼稚園の今後の方向性」において、「幼児教育の課 

題解決のために求められる教育・研究実践に取り組み、その成果を広く私立幼稚園等に 
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発信し、本市全体の幼児教育水準の維持・向上に努めることは、教育委員会の責務であ 

る」とうたっている通り、幼稚園教育の充実を図るため８市立幼稚園を４園に削減する 

「行革」方針は撤回すること。 

（1５）適正規模に満たない小・中学校について、強引な統廃合を行わないこと。 

 

■子どもたちの権利を保障するために 

「いじめ防止対策推進」法にもとづいて、本市においても第三者による「いじめ問題専門

委員会」が設置されるなど、2014 年「いじめ防止基本方針」が策定され、その後改定さ

れました。 

いじめを厳罰によっておさえ込むのでは、子どもの心をさらにゆがめ、子どもと教員の信

頼関係を壊し、いじめをなくす効果は期待できません。 

子どもたちの命が何より大切にされ、人間として尊ばれる環境づくりとともに、子どもた

ちの意見を尊重し、子どもたち自身の取り組みを教師、父母、地域が支え励まし、成長を見

守ることが大切です。 

 

（１）憲法と子どもの権利条約をふまえ、いじめに機敏に対応できるよう、さらなるいじめ

防止策の充実、教育諸条件の整備につとめること。 

（２）市内に、児童自立支援施設を設置すること。シンナー、薬物乱用など、青少年の非行

防止のため、必要な対策をとること。 

（３）子育て世代の住宅確保を支援するため、市営住宅の増設や、家賃補助などの拡充をは

かること。 

（４）児童相談所の充実を図る為に、２０１９年年度には「児童福祉法第１３条第２項」の

児童福祉司を 25 人以上に、「同条第６項の指導及び教育を行う」児童福祉司を４人以

上とする計画を前倒しすること。 

（５）児童養護施設の拡充、一時保護所の体制を充実するため立地の見直しを検討すること。 

（６）１０代の人工妊娠中絶が全国平均の約２倍となっている本市の現状を重く受け止め、

公教育としての学校教育における性教育をはじめ、子ども達の心身と人権を保護する施

策を実施すること。 

（７）コムシティ内の北九州市立ユースステーションは中高生の自由な活動の場として利用

されており、東部地域においても同様の施設を整備すること。 

（８）青少年に自由な活動の場を提供するために、北九州市立ユースステーションと連携を

図り、児童館を積極的に活用すること。 
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◎市民の知恵と力を活かすまちづくりを 

■仕事と雇用を生み出し、地域経済を元気にする施策の展開を 

本市を取り巻く経済状況、とりわけ雇用情勢は依然として厳しい状況が続いています。国

に対して実効ある対策の早急かつ継続的な実施を求めるとともに、市としても独自に、緊急

の雇用創出事業等、雇用対策の抜本的な強化が必要です。あわせて、若者を使い捨てにする

ブラック企業対策の強化も必要です。 

本市の地域経済の振興のために、現行の「新成長戦略」において、以下の項目を柱に据え

た施策に取り組むことを求めます。 

北九州経済の主役は中小企業です。事業所数 43,439 箇所で 99.0％（2014 年「経済

センサス」に基づく推計）、従業者数 441,106 人で 78.2％（同）を占めている市内の中

小企業に活力を与えることが、北九州の地域経済を活性化する決め手です。制定された「中

小企業振興条例」を実効性あるものにすることが強く求められています。 

地域経済の再生にむけ、老朽化した小・中学校の建て替え・大規模改修の早急な実施、不

足している市営住宅や福祉施設の増設など、公共事業を市民生活に直接役立つものに切り替

え、融資対策や販路拡大など、地元中小企業振興のため、有効な対策を取ることが急務とな

っています。 

また、大企業の身勝手なリストラ・工場閉鎖、下請けいじめが、労働者と地元中小企業に

深刻な打撃を与えています。行政として、大企業に社会的責任を果たすよう求めることが重

要です。企業の誘致とその進出が地元中小企業の振興や正規雇用の創出等、真に地域経済の

再生に波及効果をもたらす取り組みが必要です。 

安倍政権が「大筋合意」したＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）は、アメリカ政府からの聖

域なき市場開放を迫られるなかで、農産品の重要５品目も関税を撤廃せざるを得ないなど、

国会決議に反するものとなり、地元企業への官公需の優先発注等も、「非関税障壁」として

排除される危険があるなど、中小企業を柱とした本市経済に及ぼす影響は重大です。とりわ

け農業に与える影響は大きく、大幅な食料自給率の後退は農村の生存権を奪い、農地の荒廃

を招くものです。アメリカが TPP からの離脱を決めたのを受け、日本の通商交渉が矛盾を

深めています。トランプ大統領は、TPP の中身を土台に日本の輸入拡大を求め日米 2 ヵ国

だけで「自由貿易協定（FTA）」を結ぼうと言い出しています。本市の産業及び農業の発展

に逆行するＴＰＰをきっぱりと断念するよう、国に対し強く求めることが必要です。 

さらに、安倍首相は 2019 年１０月の消費税率 10％への引き上げを表明していますが、

これが実施されれば零細事業所や中小企業は深刻な影響を蒙ることは避けられず、本市の地

域経済そのものが強烈な打撃を受けることは必至です。ＴＰＰと同様、市として消費税増税

に明確に反対する立場に立つことを強く求めます。 

 

（１）国に対し、本市の産業及び農業の発展に逆行するＴＰＰ協定書作成作業から撤退し、

調印を中止することを強く求めること。 
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（２）「北九州市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の実行にあたっては、国からのトップ

ダウンではなく、市民の理解と創意を結集したものとすること。 

（３）企業誘致インセンティブの助成金・補助金については、以下の点を踏まえて交付する

こと。 

①制度そのものが過度な財政負担とならないようにすること。 

②補助金交付にあたっては、進出企業が補助金支給額を超えるだけの経済効果をもたら

すか否かを外部有識者が事前に審査する制度を設け、審査結果を原則として市民に公

表すること。 

③補助金の交付を受けて進出した企業が撤退もしくは財産の売却をした場合には、補助

金の返還を求めることができる規定を設けること。また、地域に対する説明を義務付

けること。 

④市内に進出する企業に対し助成等を行なう場合は、正規雇用を交付条件とすること。 

⑤補助金などの要件を地元中小企業が利用しやすい制度に改めること。 

（４）「リストラアセスメント条例」をつくり、大企業の進めるリストラ（合理化）、事業縮

小や撤退などの計画を事前に把握するとともに、それが地域経済や雇用に悪影響を及ぼ

さないよう規制・指導を行うこと。 

（５）現在の建設事業以外の物品・役務の入札制度では、価格が低い事業者が落札しており、

低価格のため事業者の経営も労働者の生活も守られません。公契約条例の制定や委託に

おける最低制限価格の導入など入札制度の改善を行うこと。 

（６）「中小企業振興条例」の制定を踏まえ、市内の全事業所訪問による実態調査を行い、

中小企業・商店の支援を強化すること。 

①市として、技術向上や販路拡大に向け、ホームページ作成支援や、技術・情報データ

ベースの充実に取り組むこと。 

②市の中小企業向け制度融資について、全額保証に戻すよう関係機関に働きかけること。

融資を申し込んだ中小企業に市の規定以上の書類提出を求めたり、金融機関が市の制

度融資をプロパー融資のように取り扱ったりすることのないよう、取り扱い金融機関

に対して十分指導・監督すること。あわせて、審査等の手続きについては迅速に行な

うよう指導すること。 

③中小企業融資の受付窓口を、各区役所に設けること。北九州市独自の直貸し制度、現

行の融資制度の貸し付け枠の拡大及び、借り入れ分の利子補給や返済猶予、各種制度

融資の利子引き下げ などを検討すること。 

④既存業者も対象に含めた中小企業団地、レンタル工場の施策に取り組むこと。 

⑤「住まい向上リフォーム促進事業」を復活させ、使用目的を限定せず、使い勝手の良

いものに改善し、予算を増額すること。受付窓口を増設すること。 

⑥市の中小企業訪問の結果を公表し、施策に活かすこと。 

⑦中小企業や起業を計画する市民等が、高額な工作機械や測定機器を安い費用で利用で

きるように、機器を設置した設備の整備も含め、中小企業等の支援メニューの一つと

して充実・推進すること。 
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（７）公共事業は、浪費型の大型事業を全面的に見直し、特別養護老人ホームなど福祉施設

や市営住宅の建設・長寿命化、全教室の冷暖房設置、学校施設の大規模改修、河川の改

修・内水氾濫対策をはじめ、事業全体の地元中小企業への発注率を金額ベースで９割以

上に引き上げること。また、入札参加資格のない中小・零細業者を登録し、市が発注す

る小規模な工事・修繕などに受注機会を拡大する「小規模工事等希望者登録制度」を創

設すること。 

（８）地元農林水産業の振興のため積極的な対策を講じること。 

①食料自給率の向上にむけ、農家が安心して生産に励むことができる条件を保障するた

めに、生産コストをカバーする農産物の価格保障と、それを補う適切な所得補償を組

み合わせた制度の構築を国に働きかけること。 

②地元農林水産物のブランド化を推進し、販路の確保や契約栽培の拡大を進めること。 

③生産・保冷・流通に必要な施設整備とともに、地元特産物の農産加工への支援を強化

するなど、都市型農林水産業の総合的な振興と後継者対策に取り組むこと。そのため

にも、農業関係者から強い要望の出ている（仮称）西部農業総合センターの設置を急

ぐこと。 

④地産地消や食の安全を重視した地域づくりをすすめるためにも、直売所や産直販売な

どの地域の自主的な取り組みを積極的に支援し、農業者と消費者の共同を広げること。

地元農林水産物を活用した豊かな病院給食、学校給食など地産地消を促進すること。 

⑤役割・責任が格段に重くなっている農業委員会について、職員の配置増をはじめとす

る体制強化と予算確保を急ぐこと。 

⑥放置竹林対策として、竹の再利用の研究を充実させ事業化を図ること。 

（９）若者の正規雇用を拡大し、将来に展望が持てる雇用環境を実現すること。 

①市内民間企業等に対して、地元高校・大学卒業者等の正規雇用採用枠の拡大等を働き

かけること。 

②市職員の年齢構成などを考慮し、将来を見据えた新規採用をすすめること。 

③社会福祉支援策の充実によって、福祉分野での労働力確保を図り、若者の雇用の場を

広げること。 

④関係機関と連携し、偽装請負、サービス残業等の根絶に向けた改善に取り組むこと。 

⑤労働ハンドブックを高校・大学卒業生および新成人に配布し、青年労働者の権利を守

る取り組みを支援すること。 

⑥本市の地方総合戦略において、女性・若者雇用創出とマッチングなどについて目標を

設定して取り組むよう位置づけること。 

（10）国・県とも連携して若者などを過酷な労働に追い立て、使い捨てる“ブラック企業” 

をなくすため、早急に取り組みを行うこと。 

① 長時間労働の実態の把握に努めること。 

②セクハラ・パワハラ・マタハラやサービス残業など違法行為の根絶、等の対策をとる

こと。 

（11）「北九州市商店街の活性化に関する条例」を踏まえ、市場・商店街への支援を強める
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こと。 

①大型小売店の無秩序な出退店を規制し、既存の市場・商店街の活性化をはかること。

②ファックス等を利用した高齢者等への「宅配事業」をはじめ、市場・商店街の共同事 

業や行事を支援すること。また、消費者の利便性を高め、人が集まる街づくりをすす

めるため、駐車場、広場、公園、コミュニティセンター、行政施設等を整備すること。 

③空き店舗の実態把握と情報提供を行ない、有効活用と創業者支援を強化すること。ま 

た、空き店舗助成制度の予算の拡大と助成対象の拡大を図ること。 

④商店街の再生のために、まちなか商店リニューアル助成事業（群馬県高崎市）の実績 

に学び、空き店舗対策も含め、抜本的な支援策を講ずること。 

 

■地球環境を守り、自然を大切にする取り組みに全力をあげること 

国は、「温室効果ガス排出量を２０２０年までに１９９０年比で２５％削減」するという

中期目標を公約し、「この約束が守られなければ、人間の存在が脅かされる」として、排出

量削減の必要性を強調していましが、京都議定書の枠組みから一方的に脱退しています。第

２次安倍内閣も 2015 年に、2013 年比で 2030 年までに 26％を削減すると発表しまし

たが、1990 年比で 18％減にすぎません。２０１５年、ＣＯＰ２１で「パリ協定」が成立

し、２１世紀末までの世界の平均気温上昇を工業化前に比べ２度未満に抑える「２度目標」、

更に 1.5 度以内へ向けて努力するとされました。 

本市では、2014 年度、産業部門での二酸化炭素総排出量が 7 割近くを占めています。

本市の『環境モデル都市』の看板が、内実を伴ったものであるかどうかは、最大の発生源で

ある産業部門に対して「温室効果ガス削減」を強く働きかけ、国の温室効果ガス削減政策を

積極的にリードするような成果をあげ得るかにかかっています。 

一方、ごみの減量化や地球環境を守る気運が高まる中で、今後いっそう幅広い市民の協力

を得て、リデュース・リユース・リサイクルを促進してごみの減量化をはかるとともに、「地

球温暖化物質削減」の取り組みなど環境保全を重視し、市民の健康と安全を最優先する環境

行政に転換することが必要です。 

 

（１）地球温暖化対策を実効あるものとするため、２０２０年までの「温暖化物質」の短期

削減目標を定め、市内大企業に温室効果ガス削減の踏み込んだ目標を提起するとともに、産業

界との協定の締結、削減実績の報告を求めるなどその具体策を強化すること。 

（２）災害廃棄物の最終処分場においては、１００年・２００年と長期にわたって放射能濃

度を測定し、管理する体制を検討し確立すること。 

（３）ごみ減量化に本格的に取り組むこと。 

①製造者責任の徹底と過剰包装の抑制などで、ごみ減量化を進めること。 

②市の責任において、古紙の回収とリサイクルの取り組みを強化すること。 

③市民の協力により、いっそうのごみ分別収集に取り組み、ごみの減量化とリデュー 

ス・リユース・リサイクルを推進すること。 
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④ごみステーションについては、ごみ出しルールの向上に努めるとともに、市民の利便 

性を向上させるために必要に応じて箇所数を増やすこと、また、家庭ごみステーショ 

ンにおける資源化物の収集箇所を増やすこと。市の未利用地へのステーションの設置

の検討をすすめること。 

⑤ごみステーションに対する防鳥ネット、簡易集積容器、及び固定式の簡易折りたたみ 

型集積容器などを支給する補助制度を改善、充実させること。 

  ⑥一般廃棄物事業系ごみの削減目標は、平成 32 年度までに平成 26 年度より 4.4 万

トン削減、また事業系資源化物は平成 26 年度より 2.8 万トン増加となっており、

これらの目標を確実に達成すること。 

（４）ごみ処理と減量化の公的責任を明確にすること。 

①「北九州市民環境行動 10 原則」を見直し、市民、ＮＰＯ・ボランティア団体、企業、 

教育機関と連携し、市が中心となって環境保全に取り組むこと。 

②家庭用ごみ袋を無料に戻すこと。 

③粗大ごみ（大型ごみ）については収集手数料を無料に戻すとともに、各環境センター

を窓口として、市民からの申し込みにもとづきすみやかに戸別収集することを原則と

すること。 

④バス停、公園等に公共のゴミ箱を設置し、市の責任と市民参加によるまち美化を進め 

ること。 

⑤一般ごみ収集運搬業務のさらなる民間委託は中止すること。 

⑥「ふれあい収集」制度の周知を高め、利用対象を拡大すること。 

⑦食品廃棄物を減量するための方策を早期に推進すること。 

（５）光化学スモッグ、ＰＭ2.5、ＳＰＭ、降下ばいじん、自動車排ガス、悪臭対策を強め、 

クリーンな大気を実現するため、ばいじんなどの排出企業に対して早期の改善を強く求 

めること。 

①石炭や鉄鉱石などのストックヤードやベルトコンベアによる運搬時の飛散について

は、密封型に改めるなど緊急に改善をさせること。 

②測定箇所を発生源に近接した場所にも設置し、日常の観測などを強めること。 

③監視・調査体制を強化するとともに、企業への指導情報を市民に公開すること。 

（６）ダイオキシンをはじめとする化学物質、アスベスト、内分泌かく乱物質（環境ホルモ

ン）などの実態調査と情報の公開を行い、必要な対策を実施すること。PRTR 法に基

づく、健康や生態系に有害なおそれのある化学物質の市内における排出・移動量を市民

に公表すること。 

（７）曽根干潟や平尾台など自然環境を守るなど生物多様性を推進すること。また、外来種、

特に特定外来生物に対する取り組みを強化すること。緊急の課題としては、本市門司区

の浄化センターで発見された、ツマアカスズメバチの完全な駆除を継続すること。太刀

浦コンテナターミナル等でのヒアリの侵入阻止にむけた万全の対策をとること。 

（８）安定型産業廃棄物処分場周辺住民からの内部告発や、「安定型なのに、なぜ硫化水素

が発生するのか」など、本市に寄せられた苦情や疑問に適切に対応し改善すること。  
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①事業者に対し、安定五品目以外の搬入禁止を厳しく指導し、展開検査を徹底すること。 

②臭いや、硫化水素濃度の測定に当たっては、敷地境界での値ではなく、処分場内での 

値を測定すること。 

③産廃処分場から発生している、硫化水素濃度や、調整池のＢＯＤ・ＣＯＤなど、市民

の健康にとって重要な値は、市民に公開すること。 

④高濃度の硫化水素が発生している処分場に対しては、その原因を調査し、解消を求め

ること。 

⑤安定五品目以外の埋め立て処分を行っている業者に対しては、違反埋め立て物の撤去

を求めるとともに、その原因の調査結果と、責任の所在を市民に公開すること。 

（９）洞海湾の水質と底質の状況及び、響灘の企業埋立地等の土壌汚染状況を把握するとと

もに、その原因者を明確にしたうえで具体的な改善対策を実施すること。 

（10）ＰＣＢ処理施設は、安全性を最優し、微少なトラブルについてもその都度本市などへ

の報告を求めること。また、ＰＣＢを含む機材が大量に放置・無管理状態にならないよ

う、個数・場所・保管状況を徹底調査すること。更に、使用中のＰＣＢの把握を促進す

るため、国に対して、地方自治体の権限を拡大するための法整備を大至急実施するよう

求めること。 

（11）再生エネルギーによる発電を拡大すること。二酸化炭素の排出量が多い石炭は、発電

に使用しないこと。地球温暖化防止に努めること。 

（12）市域内の大型「開発行為」に当たっての「環境アセスメント」について、対象規模を

小さく設定して、厳格に実施するとともに、議会に中間報告を行い、市政だよりなどで

結果を公表すること。特に、洋上風力発電の低周波については、予測や影響などを入念

に調査・分析・検討をすること。 

（13）門司区を中心に本市で行われている採石事業に伴い、環境破壊や周辺住民の健康被害

を引き起こさないよう、以下のように改善すること。 

①採石により、広大な自然が破壊されており、産業と環境の両立を提唱する本市として、

環境の保全と回復について早急に対策を実施すること。 

②採石にともない、大量の粉じんが、作業者や地域住民の健康を脅かしており、健康診

断・健康調査・啓発を徹底するとともに、企業の責任を明確にしたうえで、健康被害

を最小限に抑えるための施策を行うこと。 

③採石場やその搬出場周辺は、大量の粉じんが舞い、道路・住宅・草花・河川・海岸 

が汚染されており、採石場外の汚染を厳しく取り締まること。 

④国に対し、門司区の土砂を沖縄県の辺野古基地建設に使わせないよう要求すること。 
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■住民の声を生かした街づくりをすすめること 

（１）公共施設を 40 年間で約 24％削減する「公共施設のマネジメント」については、次 

の視点をもってすすめること。 

①身近な市民利用施設の廃止、統合等について、行政による市民への一方的な計画押し

付けではなく、施設の設置経過や地域性を中心に、市民への十分な説明と協議、地域

住民の知恵を集める対策を講じるなど、当初から住民参加を貫いて合意を形成するこ

と。街づくりの視点を大切にし、合意なき計画は強行しないこと。 

②市の公の施設の使用料引き上げを中止し、年長者施設利用証による減免制度は現行水

準を維持すること。 

③市営住宅は、低所得者の高いニーズによって応募倍率が平均8.6倍から6.5倍（2011

～2016 年度）と高水準で推移しており、しかも使用料収入等が建替え・補修などの

支出をカバーしている状況であるため、削減はしないこと。 

（２）黒崎中心市街地の再生について 

①「黒崎ひびしんホール」、八幡西図書館、コムシティ再生等で 500 万人が黒崎に集ま

るようになったものの、中心市街地の歩行者は増えておらず、150 億円の税金投入

が生かされるためにも、南北の流れを作るための工夫と施設整備を行うこと。安川電

機のロボット村の開業による集客も、南北の流れを作るものとはなりえていないため、

安川電機に対してロボット村のアネックスの配置を求めるなど、子供から年長者まで

楽しめる魅力施設の配置を講ずること。 

②定住人口の増加のため、市営住宅や民間住宅の設置を促進すること。 

③行政施設・医療機関・商店街と周辺居住地を連絡する、地域循環バスを市の責任で走

行させること。 

④商店街の再生のために、まちなか商店リニューアル助成事業（群馬県高崎市）の実績 

に学び、空き店舗対策も含め、抜本的な支援策を講ずること。 

⑤工事中の黒崎駅南北自由通路、３０年度の新駅舎と北口広場の開設は、財政負担の在

り方、計画内容を再検討し、黒崎再生に役立つものとすること。 

（３）折尾地域の開発について 

2004 年度の事業着手から 14 年目に入った折尾地区総合整備事業により、「大量の

立ち退き等で街全体が暗くなり、犯罪が増加している事」「仮駅舎の新設等で、通行人

の流れが変わり、小売り・サービス・飲食店の売り上げが激減し、閉店を余儀なくされ

ている事」「計画と工事による様々な影響が、関係住民の不安と不満を増幅させている

事」等々、生きた街づくりにはなっていません。 

又、本事業による影響等もあり、折尾の中心市街地は買い物困難地域となっています。 

①計画の推進による商業対策を拡充すること。 

②建設中の旧折尾警察署跡地の高層マンションに付設される利便施設は、地域住民が気

軽に利用できる施設とすること。 

③オリオンプラザ内の母と子の図書館、集会室など、市民の利用施設について、関係市 
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民の意見を聞き、その具体化を急ぐこと。 

④認可された街路事業でさえ、立退対象戸数は 270 戸、地権者は 196 人に及び、廃

業と地区外への移転者は半数近くになっており、地域内への移転促進に必要な手だて

を講ずること。 

⑤ＪＲの連続立体交差事業の見直しで、事業費は 350 億円が 487 億円へと 137 億円、

39％もの増額となり、ＪＲ言いなりの委託事業ではないのかとの疑問と批判が生じ

ており、再度の見直しを行うこと。 

更に、ＪＲ所有となる高架下の土地活用方法はいまだに不明であり、関係住民の意見

を聞き、住民と街づくりに役立つ施設配置を早急に明らかにすること。 

⑥８本の幹線道路の新設・拡幅計画は、連続立体交差に係わる事業に限定し、それ以上

の計画は、見直し、あるいは凍結すること。 

⑦区画整理事業は、反対者の声を生かし、見直すこと。 

⑧歴史・宗教施設を、関係者の意思を尊重し、保存すること。本事業により立ち退きを

余儀なくされる方々の意見を尊重した対応を行うこと。 

（４）筑豊電鉄各駅にトイレを設置すること。 

（５）公共施設や公園等のトイレの洋式化をすすめること。 

（６）市営駐車場の料金を引き下げること。 

（７）市民や専門家からのアイデアを募り、到津の森公園の利用者増加と魅力向上を推進す

るとともに、えさ代補助等の支援を強化すること。 

（８）有料公園の利用料の引き下げを行い、気軽に何度も利用できる公園を目指すこと。 

（９）健康遊具の設置を増やすなど、気軽に公園を利用できるようにすること。 

（10）河川敷の整備を進め、気軽に水辺の散策ができるようにすること。 

（11）地籍調査の促進をはかること。 

 

■交通体系を整備し、市民の足を守ること 

（１）必要性も採算性もない下関北九州道路の国への要望はやめること。 

（２）（仮称）「北九州市交通基本条例」を制定すること。「環境首都総合交通戦略」にもと 

づく施策を、早期に実現すること。 

（３）福岡市のようにＪＲ、バス、タクシーで利用出来る高齢者乗車券を実施すること。 

（４）JR 筑豊本線の無人化に伴い、駅施設のバリアフリー化と安全対策を講じること。 

（５）2017 年 9 月で廃止を表明していた西鉄バス田川（快速）小倉線は、田川市、香春

町が赤字の補填のために合計 1000 万円の補助金を出し 3 年間の存続となりました。

北九州市も補助金を出し、減便・中谷乗り換えの改善を西鉄バスに要請すること。 

（６）市民の足を守る公営バスの使命を果たすために、以下のように措置すること。 

①不採算路線を走行せざるを得ない市営バスに対して、必要な補助を実施し、経営の安

定をはかること。 

②運転部門の正規職員は１８名となり、年齢が最低３９歳、最高が５７歳で、職員全体
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に占める嘱託率が８９％にもなっている労働環境を改善するために、2011 年度から

始めた新規の正規職員の採用を継続するとともに、採用枠を増やすこと。 

③嘱託職員の定着を図るため、60 歳を超えると削減される賃金を、年金受給開始年齢

に到達するまで据え置くこと。 

（７）交通結節点の混雑解消、バス停、電停、ＪＲ各駅等のバリアフリー化を進めること。

またバス事業者に助成して、バス停に屋根やベンチを設置すること。 

（８）高台や路線バス廃止地域など、交通不便地域と市場・商店街、官公庁、医療機関等を

つなぐ「おでかけ交通」を含めた地域循環バスを、市の責任で運行し市民の足を守るこ

と。 

（９）国道３号黒崎バイパスについて、オン・オフランプの渋滞対策を行うとともに、全体

工事の早期完了を図ること。 

（10）2018 年末の若戸大橋及び若戸トンネルの通行料無料化に伴い、若戸大橋の無料化

への経過を網羅した資料集の作成と配布、無料化に尽力された市民代表を含め、祝賀記

念式典、祝賀歩行式を実施すること。 

（11）若戸トンネルの戸畑側出入口における、夕方の渋滞対策を講ずるとともに、若松側入

交差点で多発している事故対策を講ずること。 

（12）都市計画道路１２号線の八幡西区浅川台地域と、水巻町に連携する道路事業を早期に

完成させること。 

（13）関門トンネルについては、料金徴収業務が渋滞の原因となっており、無料化すること

により渋滞を解消するとともに、関門橋の料金値下げを関係機関に要請すること。 

（14）自転車道の整備を全市で行うこと。 

（15）国道３号・赤坂砂津線の歩行者の安全確保のための歩道の拡幅・整備を行うこと。 

（16）モノレール各駅における有効な転落防止対策を講ずること。 

（17）小倉北区の井堀交差点は、右折レーンがないのに時差信号が設置されており危険な交

差点の改善を早急に行うこと。 

（18）門司区の新門司変電所から淡島神社に抜ける県道２６２号線には歩道がないため、歩

行者や自転車を押しての通行が危険である。このような危険な道路を早期に点検し改善

すること。 

（19）カーブした坂道で狭めの片側１車線のため極めて危険な小倉北区の泉台４丁目８番、

９番付近を通る県道５１号線の例のように、危険個所は早期に点検し改善すること。 

（20）門司区柳町商店街の道路改修工事について、既に一部（１００メートル）終了してい

るが、商店や近隣の利用者から歩道の段差をなくし、ベンチや花壇、街灯等の工夫をし

てほしいとのこえが出ている。残りの工事は市民の意見を反映すること。 
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◎憲法の精神を活かした平和と人権を守るまちづくりのために 

■平和を大切にする市政をすすめること 

本市は、太平洋戦争末期に長崎に投下された原子爆弾の第一目標とされた準被爆都市であ

り、アジア外交の玄関口として重要な地域に位置しているため、多くの市民が自主的に平和

を守るための運動に取り組み、行政に対しても積極的な施策を求めるなか、本市は 2010

年 2 月 10 日、「非核・平和都市」を宣言しました。 

市民の８割以上が戦後生まれとなり、悲惨な戦争体験を風化させず、平和の大切さを次の

世代に引き継いでいくことが、年を追って重要になっています。 

 

（１）憲法９条の改悪に反対するとともに、改悪された教育基本法の具体化に反対し、平和

と人権を守ること。自衛隊基地のある都市として、海外派兵・集団的自衛権の行使につ

ながる関連法制の廃止を求めること。 

（２）かつて長崎に投下された原子爆弾の第一目標とされた本市が、準被爆都市として、戦

争の惨禍を繰り返させない決意を示し、核廃絶と平和を願う市民の声に応えるため「非

核・平和都市宣言」を実効あるものにする積極的な施策を展開すること。市役所及び各

区役所に「非核・平和宣言」に関するモニュメントを設置すること。 

（３）正式加盟した「平和市長会議」のメンバーとして、被爆都市である広島、長崎両市の

取り組みと共同し、核兵器廃絶への具体的な行動に踏み出すとともに、国に対し「核兵

器禁止条約」に署名することを求めること。 

（４）非核平和都市宣言にふさわしく、平和推進のための基本条例を制定すること。戦争の

悲惨さを伝え、近・現代の市の歴史を学び、平和教育にも役立てるため、（仮称）平和

資料館の基本計画に市民の意見を十分に反映させること。当面は『戦時資料展示コーナ

ー』について、戦争や空襲の貴重な体験をＤＶＤなどに保存し、平和教育の発信基地に

ふさわしいものにするために、検討委員会などを設置すること。その際、専門家の意見

や原爆資料館などを参考にしながら抜本的に見直すこと。学校現場での平和教育の推進、

核兵器廃絶運動の促進等、平和と核兵器廃絶の声を発信すること。 

（５）米軍及び自衛隊基地の強化につながる在日米軍基地の再編に反対し、国に自衛隊基地

の撤去・縮小を求めること。 

①くり返し引き起こされている米軍関係者の犯罪による治安悪化や、騒音や大気汚染、

事故の危険拡大など、市民への悪影響が懸念されるため、国に対し、航空自衛隊築城

基地における米軍訓練の中止及び緊急時の普天間飛行場の代替施設としての同基地

の使用と、そのための施設の整備を中止するよう求めること。また、「ミサイル防衛」

の地上配備型システムによって、航空自衛隊芦屋基地に配備された未完成兵器・ＰＡ

Ｃ３ミサイルについて、その撤去を要求すること。 

②築城基地の航空祭における戦闘機の北九州上空飛行や小倉駐屯地で毎年開催されて

いる自衛隊創立式典での航空展示は、騒音被害や墜落事故の危険など、北九州市民の
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安全を脅かすものであり、中止を求めること。 

③航空自衛隊芦屋基地に対して、危険性と騒音を激化させる滑走路延長計画の中止及び

住宅地上空での旋回訓練の中止を求めること。また、旋回訓練エリア内の小・中学校

等の防音工事を促進すること。 

④国に対し、市民の憩いの場である公園や市街地での防災訓練等の名目による軍事演習 

の中止を求めること。 

⑤国に対し、北九州空港及び周辺空域の軍事利用につながる、航空自衛隊築城基地への 

低高度管制の委託をやめるよう求めるとともに、北九州空港において米軍機を発着さ 

せないよう要請すること。 

⑥陸上自衛隊曽根訓練場に置かれている都市型訓練施設は、住宅街にふさわしくない市 

街地での戦闘訓練のための施設であり、国に対しその撤去を求めること。 

⑦北九州港への自衛艦や米軍艦船等の入港拒否を明確にすること。また、国に対し、北

九州空港における米軍航空機等の離発着、及び周辺空域でのオスプレイ飛行は認めな

いよう求めること。 

⑧米軍関係者の犯罪による治安悪化など、市民への悪影響が懸念されている航空自衛隊

築城基地、同芦屋基地、及び陸上自衛隊富野分とん地への沖縄県米軍普天間基地の訓

練移転に、反対すること。 

（６）本市および本市の権限の及ぶ学校における自衛隊員募集への協力を中止すること。 

 

■安全・安心の市民生活の実現に全力をあげること 

かつての阪神・淡路大震災、福岡西方沖地震、東日本大震災、熊本地震、今年７月の九州

北部豪雨を教訓として、地震をはじめ自然の脅威に対する備えや、災害時の危機管理体制の

充実や災害に強いまちづくりが、行政にとって喫緊の課題となっています。 

また、福島第一原子力発電所の事故は依然として深刻な事態が続いていますが、とりわけ

制御不能に陥っている放射能汚染水の問題への対応が、緊急を要する状況となっており、改

めて危険な原子力発電からの撤退と、原発に依存しない電力供給体制の構築などが強く求め

られています。 

市民のいのちと安全をおびやかし、本市の対外的なイメージを大きくダウンさせるものと

なってきた本市での相次ぐ発砲事件や殺人事件等に対し、この間の取り組みによって一定の

前進が図られてきました。引き続き、市民のいのち、財産、安全を守る自治体の使命にもと

づき、犯罪の防止・抑止、暴力追放の取り組みは極めて重要です。市民の間に広がっている

暴力追放世論をしっかり受け止め、暴力団対策をいっそう強化することが必要です。 

 

（１）市として「脱原発安全都市宣言」を行ない、「脱原発をめざす首長会議」に参加する

こと。九州電力川内原子力発電所及び同玄海原子力発電所の再稼働に、市として反対の

立場を表明すること。原子力発電から再生可能（自然）エネルギーへの転換に向けて、

国や電力事業者、並びに関係機関に強く働きかけること。 
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（２）釜石デスクによる東日本大震災の被災者と復興への支援に、引き続き市として取り組

むこと。熊本地震被災地、九州北部豪雨被災地への支援を継続すること。 

（３）地震、台風、豪雨など自然災害に対し、ハード・ソフトの両面から十分な備えを行な 

うこと。 

①木造戸建て住宅の耐震改修工事の現行補助基準を緩和し、旧耐震木造住宅すべてを対 

象とし、居間、寝室等の簡易耐震工事にも助成を広げること。 

②震災時、家具の転倒による被害から高齢者・障害者など要援護者の生命を守るため、 

家具固定事業に取り組み、防災のしおりに位置づけるとともに、「いきいき安心訪問」 

等で高齢者世帯への支援を行うこと。 

③市有特定外建築物の耐震診断結果を踏まえて、必要な改修計画を具体化すること。 

④民間マンションの耐震診断･工事の負担軽減のため、助成制度を改善・充実すること。 

⑤市内急傾斜地等の危険個所や、高潮・津波による災害を未然に防ぐため、福岡県に必 

要な対策を実施させるとともに、県待ちではなく、市独自の予算を計上するなど対策

を急ぎ強化すること。 

⑥豪雨災害に対応するために、福岡県への要望の強化とともに、民有地のがけ地防災対 

策においては、横浜市など他都市の制度を研究し、支援のための無利子融資を含めて 

早急に実施すること。 

⑦紫川ダムの計画を中止し、ます渕ダムについては効果的運用を恒久化することで洪 

 水調整施設とすること。また、紫川の河川改修工事を早急に行うこと。並行して、 

市が管理する河川における溢水対策にも万全を期すこと。九州北部豪雨災害の教訓を

踏まえて中小河川への豪雨時の水位計の設置にとりくむこと。 

⑧旦過市場の治水対策、再開発にあたっては、住民・事業者・地権者の意見を尊重す 

ること。 

（４）合流式下水道の改善をはかること。 

（５）火災をはじめ緊急時に市民を守る日頃の備えを充実させること。 

①災害時の出動に支障がないよう、消防署・出張所・訓練研修センターの耐震診断・耐

震化を行うこと。また、消防団施設についても早急に耐震化を図ること。 

②平成６年以降に建築された市民センターについては長寿命化計画をたて、老朽化対策

に取り組むこと。 

（６）白島石油備蓄基地については、市民のいのちと安全を守る立場から、同基地そのもの

の撤去を強く求めること。東日本大震災の教訓をもとに、国や関係機関に対し施設・設

備の総点検等、安全対策についての当面の措置を強く求めること。 

（７）老朽家屋等除却促進事業の助成に係る予算を増額し、制度を有効に機能させること。 

（８）あらゆる暴力を許さない取り組みを推進すること。とりわけ、福岡県警察とも連携し

て、暴力団追放運動をいっそう強化し、公共事業への暴力団の介入を排除する対策を徹

底すること。民事暴力相談センターの存在を市民に周知し、活用をすすめること。 

（９）防犯灯の設置及び維持管理費は、全額公費負担とすること。当面、すべての通学路の

防犯灯は市の負担とすること。 
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（10）警察に対して、暴力団の資金源にもなっているサラ金や「オレオレ詐欺」の防止とと

もに、捜査・検挙の強化を求めること。 

（11）水道事業と下水道事業の老朽管対策・老朽施設対策を前倒しでとりくむこと。 

（12）福岡県住宅供給公社に対し、同公社の賃貸住宅のうち、住民の日常生活に支障をきた 

すほど老朽化し、荒廃した施設について、早急に改善するよう要請すること。 

 

■市民の自主的・民主的な教育・文化・スポーツ活動を支援すること 

本市の自治基本条例は、「すべての人が大切にされるまちを実現すること」を旨としたま

ちづくりを標榜しています。そのために、市民の自主的・民主的な教育・文化・スポーツ活

動への支援は、行政にとって重要な課題の一つです。 

 

（１）スタジアムについては、関連事業も含め、これ以上の施設整備は行わないこと。本市 

の財政負担及び、利用実態を市民に公表し、説明を徹底すること。 

（２）旧八幡市民会館は、市民会館としての機能を存続させ再開すること。 

（３）新八幡図書館は、利用者の声を聞き利便性の向上を図ること。 

（４）図書館、博物館などの社会教育施設を直営に戻し、必要な予算と人員を確保して、運

営を充実させること。 

（５）図書館充実のため、以下の措置を講じること。 

①既存図書館の耐震工事、バリアフリー化を含めた全面改修、建て替えなど、改善及び

機能強化を早急に実施すること。 

②各地区図書館にプロジェクターを備えること。 

③「北九州市子ども読書活動推進条例」の趣旨にもとづき子ども図書館、及び学校図書

館の整備をすすめること。市民要望の強い「戸畑こどもと母のとしょかん」を存続し、

他の「こどもと母のとしょかん」についても強引な廃止はやめること。 

（６）市民センターの開館日・時間を拡大し、日曜日・国民の祝日も使用できるよう改善す

るとともに、各施設のバリアフリー化をすすめること。 

（７）市民要望の強い地域においては、市民サブセンターの新設を積極的にすすめること。 

  「年長者いこいの家」の大規模改修・増改築の計画をたてること。 

（８）文化・スポーツ予算を大幅に増やし、誰でも文化・スポーツに親しみ、楽しめるよう

施設を拡充すること。 

（９）空き店舗施設の活用など、市民が身近なところで音楽や演劇などを鑑賞し、自ら練習・

発表できる場の確保などを支援すること。 

（10）北九州市に一定期間滞在する外国人や定住者、その子女、帰国子女等、日本語に関し

てハンディを負っているすべての人たちに、地域生活に関する母国語で記された市政

情報の郵送及び、公費により当面必要な日本語教育の機会を保障すること。 

（11）市民の歴史的、文化的財産の保存活用をすすめること。 

①2015 年 6 月、国際学術組織ドコモモから「日本におけるモダンムーブメントの建築」 
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に選定された八幡市民会館をはじめ、近現代の建築物の調査を行い、保存活用計画を策 

定すること。 

➁市民の財産である市内の伝統文化・芸能・まつり等の保存・継承・振興のために、予算 

 増を含めて支援を強めること。 

③乱開発から文化遺産を保護するため、調査・保存対策をすすめること。 

④小倉南区城野駅南側の城野遺跡は、大手建設会社から無償譲渡される方形周溝墓部分を

生かした遺跡公園として西側部分の整備・活用を図ること。 

 

■男女平等、女性の地位向上の推進のために 

2002 年施行の「北九州市男女共同参画社会の形成の推進に関する条例」に基づく「北

九州市男女共同参画基本計画」は現在第 3 次計画（2014～2019 年度）を進め、2015

年には「女性の輝く社会推進室」を設置しました。付属機関等における女性委員の参画率は、

過去最高の５３．２％となり（2017 年 7 月 1 日現在）指定都市で初めて５０％を超える

などの前進が図られました。また、市役所の女性職員の役職者への登用率や、市民センター

の女性館長は 2013 年度に半数を超えるなど前進していますが、女性の自治会・町内会長

は、15.7%で変化はなく、女性雇用者に占める「管理的職業従事者(役員を含む)」の割合も、

依然として１％に達しておらず、女性の給与は男性の 7 割程度で就労分野では格差はほと

んど縮まっていません。国が定める「社会のあらゆる分野において、2020 年までに、指

導的地位に女性が占める割合が少なくとも 30％程度になるように期待する」という目標

（2003 年 年 6 月男女共同参画推進本部決定）に達していないのが現状です。 

第３次計画では、「女性の参画加速プログラム」や「ワーク・ライフ・バランス」の視点

や新分野への取り組みなどとともに、「女性活躍推進法」（2015 年８月成立）により 2016

年４月１日から、労働者 301 人以上の企業は、雇用主に対し実態把握と数値目標を含む行

動計画の策定などが義務づけられたことを踏まえ、今後労働法制の改悪を許さず、労働時間

の規制や男女の賃金格差・間接差別をなくすなどの実効性ある取り組みが求められます。 

 

（１）地元からの女性副市長を登用し、総合的な男女平等のための施策を推進すること。 

（２）市政に関する企画・立案部門をはじめ、広く女性幹部職員の登用率を高めること。 

（３）各種審議会委員の任用にあたっては、女性団体に広くよびかけ透明な基準で女性の登

用を促進すること。 

（４）「改正」男女雇用機会均等法に基づき、女性への採用差別や賃金格差、妊娠・出産に

よる退職強要や昇給・昇進差別などをなくすよう、関係機関と連携して、企業への働き

かけを強めるとともに、相談・救済のための対策をすすめること。 

（５）民間の職場を含めて「セクハラ・パワハラ・マタハラ」等の防止対策を徹底するよう

働きかけるとともに、相談体制の充実を図ること。 

（６）ＤＶ法、ストーカー規制法などにもとづき、相談体制の充実、シェルター設置など被

害者の自立支援体制を強化し、女性への暴力根絶に取り組むこと。あわせて、民間支援
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団体への助成金の充実など、支援を強めること。 

（７）母子寮の整備・増設をすすめること。 

（８）学校教育を通して男女平等の教育を徹底し、性別役割分担意識や男女差別をなくす 

積極的な学習内容への改善に努めること。また男女混合名簿の推進を図ること。 

（９）家族の労働を経費として認めない所得税法第５６条の廃止を国に強く求めること。 

（10）性的少数者（LGBT）への理解を広げるため、市としての取り組みをすすめること。 

 

■市民に開かれた公正で民主的な行政運営を行うこと 

厳しい経済情勢と社会保障切り捨ての政治により、多くの市民のくらしが困難に直面し、

今後社会保障制度がますます削られようとしているなかで、市民生活を守る市のキメ細かな

手立てが求められています。 

そのために、採算のとれないハコ物、市民の役に立たない事業への税金投入をやめて、市

民に開かれたガラス張りの行政の実現と、誰もが納得できる税金の使い方に改革することを

求めます。市の公共工事や各種事業の実施にあたっては、関係者の意見をよく聞き、住民合

意を十分にはかりながらすすめることが必要です。 

 

（１）自治基本条例は、「市民が主役」の市政運営を基本に、市民の権利と行政の公的責任

を明確にして運用すること。「市民が主役」を市政運営の根本理念として据えるととも

に、住民投票制度等の市民の権利と行政の公的責任を明確に規定するなど、先進的な内

容とすること。 

（２）政治倫理条例を早期に制定すること。 

（３）市長の退職金制度を完全に廃止すること。 

（４）「行財政改革」の名により、市民サービスを後退させないこと。市民負担の軽減に向

けて、あらゆる行政努力を傾注すること。 

①市の公共料金の安易な引き上げは行わないこと。水道料金体系を、一人暮らしの高齢

者等小口使用者に配慮したものとなるよう更なる見直しを行うこと。 

②市職員の資質・専門性の向上を図ること。職員間のコミュニケーションの向上、連携

強化など、職場環境の改善をはかること。公益通報制度の適切な活用を通じて、不祥

事防止を徹底すること。市職員の長時間・過密労働を改善し、成果主義賃金導入を中

止すること。市民サービスを直接担う部門をはじめとする職員削減は、行政責任の後

退と市民サービス切り捨てにつながるものであり、計画を中止すること。 

③市税及び国保料など税外債権の徴収率向上のために設置された東部及び西部の市税

事務所について、市民の利便性やサービスの低下、及び強権的な徴収、並びに職員の

労働強化を引き起こさないよう、業務の検証を行うとともに、必要に応じて改善する

こと。また、市民税の徴収並びに換価の猶予制度、減免制度を市民に周知すること。 

（５）市民に開かれた公正で民主的な行政運営を行うこと。 

①国が年金、医療、介護、雇用の情報や納税・給与の情報に加えて、医療の診察情報な
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どへの使用拡大も狙っている「マイナンバー制度」は、さまざまな個人情報が「芋づ

る式」に引き出され、国民の権利を危険に陥れることが懸念される制度であり、国に

対し、中止を決断し、廃止へ踏み出すよう要請すること。 

②各種審議会の委員構成は、公募による市民の割合を増やし、原則として委員会を全面

公開すること。 

③市政上の重要な課題、地域や市民生活に重大な影響を及ぼす問題について、市民が意

思を表明する機会を保障するため、永住外国人を含む住民投票制度の創設を検討する

こと。 

④法的根拠を失った同和行政は“終結宣言”を行い、直ちに全面的に終結させること。 

 2016 年１２月成立の部落差別解消推進法に基づく人権意識調査は中止すること。 

⑤指定管理者が運営している公共施設については、その設置目的が十分に果たせるよう、

情報公開を徹底し、運営の透明性、市民の利便性を確保すること。社会保険労務士に

よるモニタリングで労働関係法遵守の本格的な取り組みを行うこと。 

（６）各区の特性を生かした施策をすすめるため、各区役所の機能と裁量を拡大するととも

に、それを保障するため予算の増額をはかること。 

（７）防犯カメラの設置、運用にあたっては、市民のプライバシー侵害や自由な活動の制限

につながらないよう、十分配慮すること。 

（８）市民が気軽に問い合わせできるよう、市役所に代表電話を設置すること。  

（９）各種委員の選出にあたっては、準公選制の導入を含め、市民の参画を保障するための

措置を検討すること。 

（10）市民団体や住民組織の意向を市政に反映させるため、（仮称）「お出かけ市長室」など

を通じて市民との日常的な対話をすすめること。また、正確な情報を市民に広報するた

め、情報公開をさらに徹底すること。なお、「市政だより」等の行政情報が、町内会加

入の有無を問わず市の責任において住民に届くよう改善すること。 

（11）永住外国人の地方参政権を保障するため、国に制度改善を要請すること。 

（12）悪徳商法、振り込め詐欺、多重債務等の被害から市民を守るため、相談体制をよりい

っそう充実すること。 

（13）個人情報保護の観点から、公的施設の利用申し込みに際しては、生年月日の記載を求

めないよう改善すること。 

（14）市議会議員選挙においても選挙公報を発行するなど、投票率向上策に取り組むこと。 

 

                            以上、提案致します。 


